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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第84期

第１四半期
連結累計期間

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

売上高 (千円) 1,882,189

経常利益 (千円) 103,111

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 25,947

四半期包括利益 (千円) 90,639

純資産額 (千円) 3,510,912

総資産額 (千円) 8,194,079

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.89

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

(円) ―

自己資本比率 (％) 42.8
 

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 当社は当第１四半期連結累計期間より、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第１四半期連結累

計期間および前連結会計年度の経営指標等については記載しておりません。

３. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

当社は、当第１四半期連結会計期間において、非連結子会社でありましたMorio USA Corporationの重要性が高まっ

たため、連結の範囲に含めております。　

上記に伴うセグメント区分に変更はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀の経済対策・金融政策や円安傾向を背景に企業業

績が回復するなかで、雇用・所得環境が改善する傾向にあります。一方中国を始め、新興国の景気減速などの不確

定要素もあり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような経営環境のもと、当社グループは積極的な受注活動を展開した結果、当第１四半期連結累計期間のう

ち、売上高は18億82百万円となり、受注高は13億58百万円となりました。

セグメント別業況は、次のとおりであります。

［電気機器製造販売事業］

電気機器製造販売事業の売上高は18億44百万円となり、受注高は13億58百万円となりました。

主力の鉄道関連事業につきましては、主に国内通勤近郊電車等の車両需要向けを中心に受注活動を展開した結

果、売上高は15億49百万円となり、受注高は７億59百万円となりました。

自動車関連事業につきましては、各高速道路会社等に対し車載標識車を中心とする受注活動を展開した結果、売

上高は２億29百万円となり、受注高は４億82百万円となりました。

船舶等関連事業につきましては、防衛省関連等への出荷を中心に受注活動を展開し、売上高は66百万円となり、

受注高は１億16百万円となりました。

［不動産関連事業］

不動産関連事業につきましては、各賃貸マンションが堅調な売上を維持しており、売上高は37百万円となりまし

た。

利益につきましては厳しい価格競争の中、製造コスト及び固定費の削減に努めた結果、当第１四半期連結累計期

間の営業利益は92百万円、経常利益は１億３百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は25百万円となり

ました。

（２）財政状態の分析

① 資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、46億53百万円となりました。その主な内訳は、現金及び預金

が８億22百万円、受取手形及び売掛金が20億29百万円、棚卸資産が17億12百万円となっております。

当第１四半期連結会計期間末における固定資産は、35億40百万円となりました。その主な内訳は、建物及び構築

物（純額）が17億39百万円、投資有価証券が13億68百万円となっております。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における総資産は、81億94百万円となりました。

② 負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、34億39百万円となりました。その主な内訳は、支払手形及び

買掛金が12億90百万円、短期借入金が16億19百万円となっております。

当第１四半期連結会計期間末における固定負債は、12億43百万円となりました。その主な内訳は、長期借入金が

８億32百万円となっております。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、46億83百万円となりました。
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③ 純資産

当第１四半期連結会計期間末における株主資本は、28億57百万円となりました。その主な内訳は、資本金が10億

48百万円、資本剰余金が８億97百万円、利益剰余金が９億81百万円となっております。

当第１四半期連結会計期間末におけるその他の包括利益累計額合計は、６億53百万円となりました。その主な内

訳は、その他有価証券評価差額金が６億39百万円となっております。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、35億10百万円となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

１）基本方針の内容

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて

当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきもので

あると考えます。

しかし、鉄道車両や自動車・船舶関係の電装品メーカーである当社の経営においては、当社の有形無形の経営

資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社に与えられた社会的な使命、それら当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を構成する要素等への理解が不可欠です。これらを継続的に維持、向上させていくためには、当社の

企業価値の源泉である、①電装品や装置の開発設計の技術者集団として、豊富な経験とノウハウに裏付けされた

技術力、②設計から販売まで、顧客のニーズを確実に捉えた製品づくりを可能とした一貫生産体制、③安全性を

重視した製品を提供するための徹底した品質管理体制、④長年の間に築き上げた顧客との強固な信頼関係、⑤地

球環境保全への貢献を意識した企業精神等が必要不可欠であると考えております。当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者によりこうした中長期的視点に立った施策が実行されない場合、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益や当社に関わる全てのステークホルダーの利益は毀損されることになる可能性があります。

当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりますもの

の、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうか等買付者に

よる大規模な買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会の

双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの株主の皆

様にとっても、かかる買付行為が当社に与える影響や、買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方針、

事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続保有を検討するうえで

重要な判断材料となると考えます。

以上を考慮した結果、当社としましては、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の皆様の判断のため

に、当社が設定し事前に開示する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）にしたがって、買付

行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会のための一定の評価期間が経過

し、かつ当社取締役会または株主総会が対抗措置発動の可否について決議を行った後にのみ当該買付行為を開始

する必要があると考えております。

また、大規模な買付行為の中には、当該買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認めら

れるものもないとは言えません。当社は、かかる大規模な買付行為に対して、当社取締役会が２）②に記載する

本対応方針にしたがって適切と考える方策をとることが、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要で

あると考えております。
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２）基本方針実現のための取り組み

① 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取

り組み

当社は主に受注生産により事業を行っているため、主力の鉄道営業部門では国内・海外車両の代替需要及び新

規需要の影響を大きく受けます。したがって、経済環境による収益への影響を抑えるために、一貫生産体制の推

進及び顧客のニーズを的確に捉えた製品供給を通じて、生産性の向上と収益体質の強化に取組んでおります。具

体的には、竜ヶ崎事業所工場棟の老朽化した機械設備を順次計画的に最新鋭のものに更新してまいります。さら

に空調装置の全面更新、照明のLED化等により作業環境の大幅な改善を図り、生産性の向上を実現してまいりま

す。

また、国内の鉄道車両産業が成熟化するなかで、今後は海外鉄道事業への関わりがますます大きくなってまい

りますので、引き続き海外鉄道車両案件への対応力の一層の向上に取組んでまいります。その一環として、平成

25年（2013年）８月に開設した米国現地法人の稼働を推進し、平成27年（2015年）３月に現地生産品の納入が始

まりました。

平成24年（2012年）３月には創業100周年記念事業の一環として、旧本社の再開発計画に着手しました。本社社

屋は平成25年（2013年）12月に完成し、本社社屋を本社事務所と賃貸住宅の共用建物として建替えました。この

ことにより、不動産賃貸事業の強化と収益の安定化を図ることができました。また、本社社屋は省エネルギー・

省メンテナンス効果を考慮し、環境性能の高いLED照明を全面導入することにより、環境へ配慮した建物となって

おります。

当社は、これからも「ものづくりへのこだわりと誇り」を持った企業を目指し、社会のニーズに応え続ける企

業として、業界屈指の伝統と保有する高度な技術の融合を図り、高い品質と優れたサービスの提供を追求してま

いります。そして、公共性・社会性・ユーザーとの信頼関係を基盤に、「A&S(Amenity & Safety)の森尾電機」と

して社会の発展に貢献できるよう、中長期的な視点に基づいた企業価値最大化を目指して努力してまいります。

また、当社の取締役会は社外取締役１名を含む取締役７名の構成となっております。運営面では、構成員であ

る各取締役が各々の判断で意見を述べられる独立性を確保し、その効果を得ております。

さらに取締役会が適正かつ効率的に業務執行機能を発揮できるように、取締役の責任を明確化し権限を強化す

ることで、事業運営上重要な事項について常勤役員による迅速な意思決定ができる体制を採用しております。取

締役会ではこのような業務執行について、社外取締役及び社外監査役を中心に多面的にチェックする体制が図ら

れている等、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けて取り組んでおります。

② 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み

当社は、平成24年５月11日付取締役会決議及び同年６月28日付定時株主総会決議に基づき、「当社株券等の大

規模買付行為への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）を継続し、平成27年５月８日開催の当社取締

役会において、同年６月26日開催の定時株主総会における株主の皆様の承認を条件として本対応方針を継続する

ことを決議いたしました。

本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、結

果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具

体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。）ま

たは、結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社の他の株主との合意等（以下かかる買付

行為または合意等を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為または合意等を行う者を以下「大規模買付者」

といいます。）が行われる場合には、大規模買付行為に応じて当社株式を売却するか否かを株主の皆様が判断す

るために必要な情報を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものです。

また、上記基本方針に反し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株予

約権の発行等を利用することにより阻止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させることを目的と

しております。
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当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模買付者

及び大規模買付行為の概要並びに当社が定める大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出するこ

とを求めます。大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要情報リス

トに基づき、株主の皆様の判断並びに当社取締役会及び独立委員会としての意見形成のために必要かつ十分な情

報（以下「本必要情報」といいます。）の提供を求めます。

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要情報の

提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）また

は90日間（その他の大規模買付行為の場合）（最大30日間の延長があり得ます。）を当社取締役会による評価、

検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当該期間内に、独立委員会に諮問し、また、必要に応じ

て外部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員

会からの勧告を最大限尊重したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表するとともに、必

要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として当社株

主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、大規模買付行為が企業価値ひいては株

主共同の利益を著しく損なうか否か及び対抗措置をとるか否か等の判断については、その客観性、公正さ及び合

理性を担保するため、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置したうえで、取締役会はこれに必

ず諮問することとし、独立委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の発動または不発動もしくは株主総会招集の

決議その他必要な決議を行うものとします。対抗措置として、新株予約権の発行を実施する場合には、当該新株

予約権には、大規模買付者等による権利行使が認められないという行使条件、及び当社が大規模買付者等以外の

者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項を付すことがあるものとし、新株予

約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得

することができるものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合は、適時適切に情報開示を行います。

本対応方針の有効期限は、平成27年６月26日開催の定時株主総会においてその継続が承認されたことから、当

該定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとし

ます。ただし、本対応方針の有効期間中であっても、当社の株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が

行われた場合、または当社取締役会が独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで本対応方針を廃止する旨の決議

を行った場合には、当該決議の時点をもって本対応方針は廃止されるものとします。また、本対応方針の有効期

間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定

める上場制度の整備等を踏まえ随時見直しを行い、独立委員会の勧告を最大限尊重して、本対応方針の変更を行

うこともあります。

な お 、 本 対 応 方 針 の 詳 細 に つ い て は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス

http://www.morio.co.jp/）に掲載する平成27年５月８日付プレスリリースをご覧ください。

３）具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

２）①に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現

に資する特別な取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的方策であり、当

社の基本方針に沿うものです。

また、２）②に記載した本対応方針も、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる目的をもって継続され

たものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独

立委員会を設置し、対抗措置の発動・不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっているこ

と、独立委員会は当社の費用で独立した第三者である専門家等を利用することができるとされていること、必要

に応じて新株予約権の無償割当ての実施につき株主総会に諮ることとなっていること、本対応方針の有効期間は

３年であり、その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正

性・客観性が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであっ

て、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は５百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 57,000,000

計 57,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,250,000 14,250,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 14,250,000 14,250,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 ― 14,250,000 ― 1,048,500 ― 897,272
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式     493,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  13,711,000 13,711 ―

単元未満株式 普通株式      46,000 ― ―

発行済株式総数 14,250,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,711 ―
 

(注) １. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式15株が含まれております。

３．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
森尾電機株式会社

東京都葛飾区
立石４－34－１

493,000 ― 493,000 3.4

計 ― 493,000 ― 493,000 3.4
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第１四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 822,621

  受取手形及び売掛金 2,029,975

  商品及び製品 272,780

  仕掛品 902,386

  原材料及び貯蔵品 537,612

  繰延税金資産 76,498

  その他 11,423

  流動資産合計 4,653,298

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物及び構築物 2,835,844

    減価償却累計額 △1,096,379

    建物及び構築物（純額） 1,739,465

   土地 38,340

   その他 534,978

    減価償却累計額 △370,532

    その他（純額） 164,446

   有形固定資産合計 1,942,252

  無形固定資産 154,706

  投資その他の資産  

   投資有価証券 1,368,670

   その他 75,151

   投資その他の資産合計 1,443,822

  固定資産合計 3,540,781

 資産合計 8,194,079
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          (単位：千円)

          
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部  

 流動負債  

  支払手形及び買掛金 1,290,239

  短期借入金 1,619,926

  未払法人税等 57,772

  賞与引当金 215,000

  役員賞与引当金 20,000

  その他 236,888

  流動負債合計 3,439,825

 固定負債  

  長期借入金 832,155

  繰延税金負債 282,916

  その他 128,270

  固定負債合計 1,243,341

 負債合計 4,683,167

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 1,048,500

  資本剰余金 897,272

  利益剰余金 981,485

  自己株式 △70,003

  株主資本合計 2,857,254

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 639,383

  為替換算調整勘定 14,273

  その他の包括利益累計額合計 653,657

 純資産合計 3,510,912

負債純資産合計 8,194,079
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 1,882,189

売上原価 1,551,474

売上総利益 330,715

販売費及び一般管理費 237,937

営業利益 92,777

営業外収益  

 受取配当金 7,695

 為替差益 643

 受取補償金 8,831

 雑収入 2,508

 営業外収益合計 19,679

営業外費用  

 支払利息 9,344

 営業外費用合計 9,344

経常利益 103,111

税金等調整前四半期純利益 103,111

法人税、住民税及び事業税 54,665

法人税等調整額 22,498

法人税等合計 77,164

四半期純利益 25,947

非支配株主に帰属する四半期純利益 -

親会社株主に帰属する四半期純利益 25,947
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 25,947

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 63,566

 為替換算調整勘定 1,126

 その他の包括利益合計 64,692

四半期包括利益 90,639

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 90,639

 非支配株主に係る四半期包括利益 -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、Morio USA Corporationの重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 
 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（追加情報）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法を適用いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法を適用いたします。加えて、四半期純利益等の表示の適用及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の適用を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

 
 
 

減価償却費 49,628千円  
 

 

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月８日
取締役会

普通株式 41,270 ３ 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
電気機器

製造販売事業
不動産
関連事業

合計
調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高      

  外部顧客への売上高 1,844,586 37,603 1,882,189 ― 1,882,189

  セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,844,586 37,603 1,882,189 ― 1,882,189

セグメント利益 113,074 19,640 132,714 △39,937 92,777
 

(注) １. セグメント利益の調整額△39,937千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△39,937千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

 
 
 

   １株当たり四半期純利益金額 １円89銭  

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 25,947  

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―  

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

25,947  

   普通株式の期中平均株式数(千株) 13,756  
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

平成27年５月８日開催の取締役会において、平成27年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期

末配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 41,270千円

② １株当たりの金額 ３円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年６月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月５日

森尾電機株式会社

取締役会 御中

東 陽 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   中   塩   信   一   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   北   島  　 緑      印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている森尾電機株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、森尾電機株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以   上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

森尾電機株式会社(E01912)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

